　予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：感染症予防費　　　
	事業名　新　一類感染症等患者移送体制整備事業費


        （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部保健医療課感染症対策係　　電話番号：058-272-1111（内3352）

　　　　　E-mail： c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　47,407千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	47,407
	17,375
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,032

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　ア　患者移送車
エボラ出血熱等一類感染症にり患した患者は、保健所が感染症法に基づき第一種感染症指定医療機関（岐阜赤十字病院）に搬送し、入院させなければならない。
　　　　またＭＥＲＳ及び鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）等二類感染症や新型インフルエンザ等にり患した患者については、感染症法に基づき感染拡大防止の観点から必要と認めた場合には、第二種感染症指定医療機関（岐阜赤十字病院、大垣市民病院、中濃厚生病院、県立多治見病院、久美愛厚生病院）に保健所が移送することになる。
　　　　こうした移送は、感染防止対策を施した移送車で行うことになるが、現在、県が使用できる移送車は県総合医療センターに配備されているもの１台であり、県総合医療センターから遠隔な場所で患者が発生した場合、又は、県内で同時に複数患者が発生した場合等迅速かつ十分な対応ができない状況にある。

また、ストレッチャーの上で長時間仰臥位の体制を取るのは、患者に大きな負担が生じる。軽症患者を移送する際は、車いすを乗せて搬送した方が、患者の負担は軽減されるため、車いすを使用した搬送が主流となってきているが、岐阜県総合医療センターの移送車は、車いすの利用は不可能である。
　イ　アイソレータ
　　　上記移送車で患者を移送する場合、感染防止のため必要に応じ患者移送用アイソレータに患者を用い移送する。県では３台ハードタイプのアイソレータを保有しているが、重量があるため、移送の際、男性職員が複数人必要となる。
　　　現在は、軽量のビニールタイプのアイソレータが主流となっており、また、車いす型のアイソレータも開発されており、早急に整備していく必要がある。
（２）事業内容

二次医療圏ごとに患者移送車（車いす・ストレッチャー対応型）及び患者移送用アイソレータを配備し、次のとおり体制を整備する。
	　　　圏　　域
	岐阜
	西濃
	中濃
	東濃
	飛騨

	患者移送車（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ対応型）
	●
	
	
	
	
	

	患者移送車（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・車いす対応型）
	
	○
	○
	○
	○
	○

	ストレッチャー
	●
	●
	○
	○
	●
	●

	ビニールタイプ　アイソレータ
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	車いす型アイソレータ
	
	○
	○
	○
	○
	○


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●：整備済み　　○：整備予定
（３）県負担・補助率の考え方

      負担区分　　　　　国１／２　　県１／２
　　　ただし、患者移送車の国負担は、1台につき2,520千円が上限。
（４）類似事業の有無
　　　無
	３　事業費の積算内訳
事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	備品購入費
	47,407
	・患者移送車                     7,571,073円×５台
・患者移送用アイソレータ           570,240円×６台
・ストレッチャー                   910,440円×２台
・患者移送用車いす型アイソレータ   861,840円×５台

	合計
	47,407
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・岐阜県感染症予防計画　・岐阜県新型インフルエンザ等対策行動計画
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　患者移送車及び患者移送用アイソレータを二次医療圏域毎に配備し、どの圏域で患者が発生した場合でも、迅速かつ患者の容体に合わせた移送をできるようにする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	


○指標を設定することができない場合の理由

	　車両及び医療機器の購入であるため。




（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　現在、当県が使用できる移送車は１台のみであり、一類感染症等患者が複数発生した場合や、移送車所在地から遠方で患者が発生した場合、迅速かつ十分な対応ができない。
　また、現有の患者移送用アイソレータは重量があり、女性職員による運搬や職員単独での使用は困難である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　他県の患者移送体制の調査や保健所への照会を行い、各地域に配備すべき患者移送車等を検討し、地域の実情に即した合理的な体制を整備するよう努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　感染症の流行状況や患者の容体により、患者移送の際、保健所職員だけではなく、各消防本部の協力が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　保健所と各消防本部が協議・検討を行い、患者移送に必要な情報を共有し、各圏域において整備すべき患者移送体制を構築する。



